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授産施設における相互利用等の10月以降の取扱いについて   

障害者自立支援法の施行に伴い、三障害共通のサービス提供体制の構築を図るため、従前の授  
産施設における相互利用に加え、地域に必要な障害福祉サービスがない場合などの例外的な取扱  
いとして、障害種別に関わらず地域の社会資源を活用できる仕組みを設けることとする。  

2 対象施設サービス  

従前の相互利用対象施設に旧法支援施設（通所及び分場）を加え、次のとおり変更する。  
平成18年4月～9月  平成18年10月以降  

身体障害者福祉工場（注1）  

知的障害者福祉工場（注1）  

者福祉工場（注2）  

精神障害者通所授産施設  

身体障害者福祉工場  

知的障害者福祉工場  

精神障害者通所授産施設  

相
互
利
用
 
 

相
互
利
用
 
 

、  ヽ  身体障害者授産施設（通所及び分場）  

身体障害者通所授産施設（分場含む）  

知的障害者入所授産施設（通所及び分場）  

知的障害者適所授産施設（分場含む）  

＼－ ＼  

身体障害者授産施設（通所及び分場）  

身体障害者通所授産施設（分場含む）  

知的障害者入所授産施設（通所及び分場）  

知的障害者通所授産施設（分場含む）  
身体障害者通所更生施 

身体障害者通所療護施設（注3）  
知的障害者適所更生施設（ 

旧
法
施
設
支
援
 
 

注1：身体障害者福祉工場、知的障害者福祉工場については、精神障害者の利用を可とする。  
注2：精神障害者福祉工場については、10月以降相互利用の対象施設に加える。  
注3：通所施設には、入所施設の通所部と分場を含むこととする。  
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3 旧法支援施設に係る支給決定   

旧法支援施設の利用にあたって峰、自立支援法に基づく支給決定手続を行うこととする。   
異なる障害種別に係る通所施設の利用については、障害者にとって相応しいサービスを提供する事業所が地  

域内にない場合に認められる措置であることを踏まえ、市町村は、  

① 障害者が利用を希望する施設が、実際に適したサービス提供を行えるか否かについて、構造設備や人員配   
置の体制等を確認の上判断し、  

② 適当と認めた場合には、利用する施設の種別に応じて申請者に適用する報酬単価（区分）を決定すること   
とする。  

4 報酬単価の適用方法  

①旧法支援施設（旧支援費施設）   

旧法支援施設を利用する場合の報酬単価については、利用する施設の種別に応じて、利用者の障害種別及び   
区分に応じた報酬単価を適用する。  

②福祉工場、精神障害者通所授産施設  

・福祉工場については、今回新たに対象となる精神障害者福祉工場を含め、従前の取扱いどおり、補助金額の箕   
定について相互利用により受け入れた他の障害種別の者を当該施設の利用者とみなして、みなした利用者を含めた   
利用者総数に応じて定員規模別等の補助単価を適用する。  

・精神障害者通所授産施設を利用する場合の報酬単価については、利用者の障害種別及び区分に応じた報酬単   

価を適用する。  

とする。   
なお、受け入れる他障害の者の割合については、利用定員の2割を上限とする。   
ただし、従前より相互利用を行ってきた施設において利用定員の2割を超えて受け入れていた施設については、従前  

の利用者数の範囲内で他障害の者の受入を可能とする。  
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（別紙）  

Ⅱ 適用する加算・減算   

○ 入所時特別支援加算   

○ 退所時特別支援加算   

○ 重度・重複障害者に対する加算   

○ 栄養管理体制加算   

○ 食事提供体制加算   

○ 利用者負担上限管理加算   

※利用率の低い施設に対する激変緩和措置  

○ 利用定員超過減算  
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自立訓練（生活訓練）事業における「宿泊型」の新設について   

自立訓練（生活訓練）事業については、当初案において通所による利用を基本とじつつ、短期滞在や訪問による訓練を組み合わせて、  
地域移行に向けた生活能力の向上を図ることを基本モデルとして事業設計したところ。  

今般、現行制度における精神障害者生活訓練施設等の機能を踏まえ、日中、一般就労や障害福祉サービスを利用している者に対し、  
自立訓練（生活訓練）として、一定期間、夜間の居住の場を提供し、帰宅後に生活能力等の維持一向上のための訓練を行う事業の類型  
として「宿泊型」を設けることとした。  

通所→短期滞在一→【地域移行】→訪問  

【日中】   

一般就労や外部の福祉サービス利用等  

ま
で
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【日中】一般就労や外部の障害福祉サービス利用  【日中】  

一般就労や外部の福祉サービス利用等   
退
院
者
－
退
所
者
 
 
 

養
護
学
校
卒
業
者
 
 



立訓練（生活訓糸  における「宿泊型」について   

1．事業の位置付け   

現行制度における精神障害者生活訓練施設等の機能を踏まえ、日中、一般就労や外部の障害福  

祉サービスを利用している者を対象として、一定期間、夜間の居住の場を提供し、帰宅後に生活能力  
等の維掛向上のための訓練を行うとともに、地域移行に向けた関係機関との連絡調整等を行い、積  

極的な地域移行の促進を図る。  

2．事業実施の要件  

自立訓練（生活訓練）事業における「宿泊型」は、以下の要件を満たした場合に実施可能とする。  

【実施可能事業所等】  

イ 宿泊型のみ行う自立訓練（生活訓練）事業所として行う場合   

①障害者就業・生活支援センターに併設して行う場合  

②現行の精神障害者生活訓練施設、精神障害者入所授産施設、精神障害者福祉ホーム（B型）、   

知的障害者入所更生施設、知的障害者入所更生施設、知的障害者入所授産施設、知的障害者通   

勤寮が転換して行う場合   

口 通所型の自立訓練（生活訓練）の事業所の一部として行う場合   

自立訓練（生活訓練）事業所  
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【人員配置】  

○ サービス管理責任者 60：1 脚許斉鼻努の一配LT行ラ虜倉にば、磨屏暫の動静者との倉j訂二よ僻す名。  

○ 生活支援員10：1以上（うち1人以上常勤）  

○ 地域移行支援員15：1以上劇轡夢の宥恕又ば掛野L書棚脚ぎ有する者  

【設備基準】  

○ 定員 
（D 宿泊型のみ行う自立訓練（生活訓練）事業所：20人以上   
②・通所型の自立訓練（生活訓練）の事業所の一部として行う場合：10人以上  

ただし、宿泊型の定員とは別に通所型事業所の定員規模は20人以上であり、  
また、多機能型事業所である通所型事業所の一部として行う場合は、多機能型事業所の定員の  

合計が20人以上であること。   

※詳細別紙  

○ 居室の定員 原則個室 好 

○居室面積  7・43ポ朝掛塚・4府坊諸紳著者皇謝   
○ 相談室・多目的室（兼用可）   

○ 食堂  

○ 浴室、洗面所、便所  ～  

3．利用期間   

原則1年間とし、利用開始から3ケ月ごとに更新好市棚・棚の必要鱈仁つい嘲L・騨定を乃  

61年を超える場合には、市町村審査会の意見を聴くものとする。   



宿泊型の自立訓練（生活訓練）事業所の定員規模について（例示） 
（別紙）  

1宿泊型のみ行う自立訓練（生活訓練）事業所  

2 自立訓練（生活訓練）事業所の一部として行う場合   

【実施可能な場合】  
通所型の自立訓績（生活訓練）事業所（利用定員20人以上）との実施  

【実施不可の場合】   

通所型の自立訓練（生活訓練）事業所（利用定員が20人未満）との実施  

利用定員10人以上  自立訓練（生活訓練）通所型 利用定員10人  

通所型の自立訓練（生活訓練）事業所以外との実施  

二 三討議弼≡員20人ふ上  

多機能型（適所型の自立訓練（生活訓練）事業所なし）との実施  
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高齢者デイサービスにおける障害者（児）デイサービスの10月以降の取扱い   

介護保険法における指定通所介護事業（高齢者デイサービス）を障害者（児）が利用した場合の現行の取扱  

いは次のとおり。  

・身体障害者が利用する場合には、基準該当障害者デイサービスとして利用が可能。  

・知的障害者及び障害児については、特区の認定による特定地域においてのみ利用が可能。   

精神障害者については、高齢者デイサービスの利用が認められていない。  

2 対応   

本年10月以降、障害者（児）が高齢者デイサービスを利用する場合の取扱については、次のとおりとする。   

① 障害者（大人）の利用については、障害程度区分等に応じて、基準該当生活介護及び基準該当自立訓練   
（機能訓練・生活訓練）とする。（図1参照）   

② 障害児の利用については、基準該当児童デイサービスとする。（図2参照）  

【図1】障害者が高齢者デイを利用する場合  【図2】障害児が高齢者デイを利用する場合  

高齢者デイサービス事業所  

障害児   
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施設外支援に係る報酬算定の取扱いについて  

サービスの  全事業共通   授産施設   

種類  就労移行支援事業、就労継続支援事業   

施設外支援  

の内容   

報酬算定の   適所施設利用者であって、常時サービスを利用してい   1 次の要件を満たす目については、適所した場合   
対象となる  る者が、心身の状況の変化等により、5日以上連続して   に認められる報酉州額の算定を認める。   
支援の要件  ① 施設外のサービス提供が、当該施設の運営規  

状況を確認し、利用者の同意の上で次の支援を行った場   程に位置付けられていること。  
合には、月2回を限度として、報酉州を算定することがで   ② 施設外のサービス提供を含めた個別支援計画  

きる。  が事前に作成（施設外サービス提供時は1週間  
1支援内容  毎）され、その支援により、就労能力や工賃の  

①引き糸売き現行のサービスを利用するための動機  向上及び一般就労への移行が認められること。  

付け  
③当該サービス提供期間中の対象者の状況につ  

②再アセスメントに基づく個別支援計画の見直し  
いて、対象者や実習先事業者から当該サービス  
の状況を聞き取ることにより日報を作成するこ  

③相談支援事業者等へのあっせん・連絡調整  と  

④在宅就労においては、上記の他、事業者が定  

2幸侵酬単価  期的（週1匝拝呈度）に訪問し、直接支援を行う  

月2匡Ⅰを限度として、1国あたり  
こと。  

1時間まで  187単位  
⑤緊急時の対応ができること。  

1時間を超えた場合280単位  2当該事業に係る報酬の支給対象期間は、就職の  
前日までである。  

※次のような場合には報酉州算定の対象とならない  3施設外でのサービス提供期間は、延べ180日  

（か運営規程に位置づけられていないもの  
を限度とする。  

なお、在宅就労においてはこの限りでない。   
②個別支援計画に事前に定めていないもの  
③当該サービスや施設利用を欠席した場合の電話  

対応  
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定員超過利用減算の見直しについて  資料7 PlO 差し替え  

施設の利用率を向上させ、事業運営の安定化を図る観点から、定員と実際の利用者数の取扱いを更に柔軟化し、  

① 日中活動支援又は通所施設等の定員超過利用減算の基準を105％から110％に緩和  

②30人未満の日中活動支援又は通所施設等においても、毎日3人の定員超過利用が可能  
とすることを、平成19年度末までの経過措置として実施する。  舶ゴシック切腹軌紛  

■  

見直し前  見直し後   

・1日当たりの利用者数が、定員50人までの場合は当該   ・1日当たりの利用者数が、定員50人までの場合は当該  
定員の72β％を、定員が50人を超える場合は．彗彪定屠  定員の72β％を、定員が50人を超える場合は卓f屋E定貞  

新事業体系の  
の劇に当該定員から50を差し引いた員数ゐ10％を鹿ほ  の劇に当該定員から50を差し引いた員数の10モるを加点  

日中活動支援  た掛＝托喀加えた数を、それぞれ超過しているとき た劇に70き印ロえた数を、それぞれ超過していろとき   

又は   → 基本単位数の70％を算定  ただし、定員15人夫浦の施設にあらては、1日一当是旦些   

経嘩措置施設  利用者数が、定員の数に3を加えた数を超過し二足重畳  
∠ゝ   

の適所施設  
且  

→基本単位数の70％を算定  
又は  

・過去3か月間の平均利用人 昌が、定員の105％を超過  ・過去3か月間の利用者の利用日数の合計が、プ迦塵  
障害児施設の  している場合   に110％を乗じた数に開所日数を乗じた数を超過してい   
通所施設   

→ 基本単位数の70％を算定   る場合  

又は  
ただし、定員30人未満の施設にあっては、過去3か 日  

の利用者の利用日数の合計が、、定員 
児童デイサービ  

の数に3を加ぇ皇数  

に関所日数を乗じた数を超過している場合   
ス  →基本単位薮の70％を算定   

新事業体系の   ・1日当たりの利用者数が、定員50人までの場合は当該   ・1日当たりの利用者数が、定員50人までの場合は当該   

施設入所支援   定員の770％を、定員が50人を超える場合は苫屋定眉  定員の77（）％を、定員が50人を超える場合は呈闇  
の廓に当該定員から50を差し引いた員数の5％を朗た  の裁に当該定員から50を差し引いた員数の5％を朗た  

又は  劇に5家カロえた数を、それぞれ超過している場合   廓仁ぎ家カロえた数を、それぞれ超過している場合   

経過措置施設 → 基本単位数の70％を算定   →基本単位数の70％を算定  

の入所施設  
・過去3か月間の平均利用人員が、定員の105％を超過  ・過去3か月間の利用者の利用日数の合計が、定員但数  

又は  している場合   追105％を乗じた数に開所日数を乗 じた数を超過してい   

障害児施設の  → 基本単位数の70％を算定   る場合  

入所施設  
→基本単位数？70％を算定  




